
独立行政法人日本芸術文化振興会の中期目標  

 

平 成 25 年 2 月 28 日  

（ 一 部 変 更 ） 平 成 27 年 11 月 26 日  

（ 一 部 変 更 ） 平 成 28 年 3 月 1 日  

 

(序 文) 

  独立行政法人通則法 (平成１１年法律第１０３号 )第２９条の規定によ

り、独立行政法人日本芸術文化振興会が達成すべき業務運営に関する目標

(以下「中期目標」という。)を定める。 

 

(前 文) 

  独立行政法人日本芸術文化振興会 (以下「振興会」という。 )は、我が国

を代表する文化芸術振興の中核的拠点として、①文化芸術の豊かな広がり

を実現すること、②我が国の貴重な財産である伝統芸能を後世に伝えてい

くこと、③多彩で豊かな芸術の創造活動を活性化させること等の役割を果

たすことが求められているところであり、その基盤の整備、活動の発展は

我が国の文化芸術の振興において不可欠である。  

  このため、振興会は、芸術家・芸術団体等が行う文化芸術活動に対する

援助を行うとともに、自らが設置する劇場施設において、我が国古来の伝

統的な芸能(以下「伝統芸能」という。 )の保存振興及び我が国における現

代の舞台芸術(以下「現代舞台芸術」という。 )の振興普及を図るための伝

統芸能の公開・現代舞台芸術の公演等各種事業を実施することにより、芸

術その他の文化の向上に寄与するものとする。  

  文化芸術振興基本法 (平成１３年法律第１４８号 )は、文化芸術活動を行

う者の自主性・創造性が十分尊重されなければならないこと、国民が等し

く文化芸術を享受しこれを創造することができる環境の整備が図られるこ

と、多様な文化芸術の保護及び発展が図られること等を文化芸術の振興に

当たっての基本理念として定めている。 

  また、劇場、音楽堂等の活性化に関する法律 (平成２４年法律第４９号 )

は、劇場、音楽堂等の活性化を図ることにより、我が国の実演芸術の水準

の向上等を通じて実演芸術の振興を図ること等を目的として、劇場、音楽



堂等の事業、役割等を定めている。  

  このような文化芸術振興基本法の基本理念及び劇場、音楽堂等の活性化

に関する法律の目的にのっとり、振興会が自らの役割を果たすためには、

その主体性・自律性を十分尊重することを基本とし、かつ、今日の我が国

の文化を取り巻く状況への配慮が不可欠であることから、振興会に設けら

れる評議員会等の審議及び意見を踏まえて、適切に事業を実施していくこ

とが必要である。  

  上記を踏まえ、振興会の中期目標は以下のとおりとする。  

 

Ⅰ 中期目標の期間 

  振興会が実施する業務は、計画、準備から成果を得るまでに長期間を要

するものが多いことから、中期目標の期間は、平成２５年４月１日から平

成３０年３月３１日までの５年間とする。  

 

Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  

 １ 文化芸術活動に対する援助  

   振興会は、我が国の文化芸術活動に対する援助に関する中核的拠点と

して、芸術の創造又は普及を図るための活動、地域の文化の振興を目的

として行う活動などに対して、多様な資金を活用した文化芸術活動に対

する助成金の交付及びこれらに関する情報提供などに積極的に取り組む

こと。 

  (1) 助成金の交付 

    振興会は、水準の高い活動への助成、その普及や地域性等にも配慮

した幅広く多様な助成とのバランスを図り、より効果的で戦略的な

支援を行うことを目標として、次に掲げる活動に対し助成金を交付

すること。  

    また、助成事業の実施に当たり、交付申請書受理から交付決定まで

の期間については、前中期目標期間の実績以下とするとともに、よ

り効果的かつ効率的な助成を行うために、助成対象活動の実施状況

及び当該分野の現状等の調査を実施し、事業に反映させること。  

   ① 芸術家及び芸術に関する団体が行う芸術の創造又は普及を図るた

めの公演、展示等の活動  



   ② 文化施設において行う公演、展示等の活動又は文化財を保存し、

若しくは活用する活動で地域の文化の振興を目的とするもの  

   ③ その他、文化に関する団体が行う公演及び展示、文化財である工

芸技術の伝承者の養成、文化財の保存のための伝統的な技術又は

技能の伝承者の養成その他の文化の振興又は普及を図るための活

動 

    なお、文化芸術への支援策をより効果的に機能させるため、平成

28 年度から本格導入する新たな審査・評価等の仕組みについては、

随時検証を行い、その結果を踏まえて、より一層の審査・評価の効

率的かつ効果的な実施を図る観点から、文化庁と連携して、国際芸

術交流支援事業の一元化を含む芸術文化振興のための助成事業の在

り方を現行中期目標期間中に検討すること。 

  (2) 助成に関する情報等の収集・提供  

    振興会は、文化芸術活動に対する援助に関する事業の中核的拠点と

して、集積した情報のデータベース化や、文化芸術活動への助成に

関する情報等の収集・提供を推進すること。  

    また、ホームページの中期目標期間のアクセス件数について前中期

目標期間の実績以上とすること。  

  (3) 芸術文化振興基金の管理運用  

    振興会は、安全性に留意しつつ、客観性及び透明性の確保を図りな

がら、資金の確保に努めること。  

 

 ２ 伝統芸能の公開及び現代舞台芸術の公演  

   伝統芸能の保存振興及び現代舞台芸術の振興普及を図るため、前中期

目標期間の実績を踏まえ、より多くの人が幅広い分野の公演を鑑賞する

ことを目標とし、伝統芸能の公開及び現代舞台芸術の公演を行うこと。

また、以下の観点からこれらの公演の充実等を図ること。 

  (1) 主催公演  

    ア 伝統芸能を古典伝承のままの姿で公開するように努めること。  

    イ 国際的に比肩しうる高い水準の現代舞台芸術を自主制作により

公演すること。  

    ウ 公開・公演の目的、期待する成果等を明確にし、外部の専門家



等からの意見や鑑賞者の要望等を踏まえた評価等を行い、事業

の充実に反映させること。  

    エ より幅広く多くの人が鑑賞することを目指して、分野ごとに前

中期目標期間の実績を超えるよう、個々の公演において、適切

な鑑賞者数の目標を設定し、その達成に努めること。  

    オ 国、地方公共団体、他の劇場、音楽堂等、芸術団体、企業等と

の連携協力等を強化すること。  

    カ 青少年等を対象とする公演の種類、回数を充実するとともに、

各鑑賞事業の連携協力を強化すること。 

    キ 国際文化交流の進展に寄与するとともに、伝統芸能及び現代舞

台芸術に関する日本文化の海外発信にも努めること。  

  (2) 快適な観劇環境の形成  

    各劇場の鑑賞者や観劇希望者の要望、利用実態等を踏まえたサービ

スを提供するとともに、高齢者、身体障害者、外国人等を含めた来

場者本位の快適な観劇環境を形成することにより、来場者の満足度

の向上を図ること。 

    また、これらを把握する手法として、観客に対するアンケート調査

や劇場モニター制度等を活用すること。 

  (3) 広報・営業活動の充実  

    年間の主催公演を通して購入できるシーズンシートの拡充など、よ

り効果的な広報・営業活動を展開すること。  

    なお、ホームページについては、利用者が最新の情報に容易にアク

セスできるようにするとともに、アクセス件数については前中期目

標期間の実績以上とすること。  

  (4) 劇場の使用効率の向上等  

    主催公演をより効率よく日程を組むなどし、劇場の使用効率の向上

を図るとともに、国民の鑑賞機会の増加を図る観点から貸劇場公演

の日数を増やすことも含め、公演回数の増加を図ること。なお、中

期目標期間における主催公演日数と貸し劇場日数を合計した数を使

用可能日数で除した率については、前中期目標期間の実績以上とす

ること。  

 



 ３ 伝統芸能の伝承者の養成及び現代舞台芸術の実演家その他の関係者の

研修 

   伝統芸能の保存振興、現代舞台芸術の振興普及を図るため、以下のと

おり伝統芸能の伝承者の養成及び現代舞台芸術の実演家その他の関係者

の研修を実施すること。  

  (1) 伝統芸能の伝承者の養成については、民間では養成が困難であるこ

とから国として支援が必要な分野に限定するものとし、関係団体の

要望や外部専門家等の意見等を踏まえ、養成すべき分野の選択に係

る具体的な方針を定めるとともに、養成すべき分野、養成人数等の

選定に至った経緯、理由を明らかにし、毎年度、各分野の実情及び

研修修了生の動向を把握して伝承者の充実のための不断の見直しを

行うこと。  

  (2) 現代舞台芸術の実演家の研修については、高い技術と豊かな芸術性

を備えたオペラ歌手、バレエダンサー及び演劇俳優を確保すること

を目的に、新国立劇場の公演をはじめとする水準の高い舞台に出演

する実演家を養成するよう努めること。 

    なお、事業の実施に当たっては、民間団体の役割を踏まえつつ、グ

ローバルな視点に立って組まれた体系的なカリキュラムによって、

安定的かつ継続的に行うこと。  

    また、研修成果については、研修修了者の活動状況を示すなど、国

民に分かりやすい形で明らかにすること。  

    加えて、外部専門家等の意見を聴取し、成果の検証を厳密に行い、

成果が不十分なものについては廃止を含め、長期的な視点を踏まえ

て研修分野・規模について不断の見直しを行うこと。  

  (3) (1)及び(2)を実施するに当たり、以下の観点を踏まえて事業を実施

すること。  

    ア 養成・研修事業の国民への周知  

    イ 学校等との連携による波及効果の拡大  

    ウ 伝統芸能の担い手を確保するための効果的かつ効率的な取組の

検討 

    エ 伝統芸能と現代舞台芸術の分野の相互交流  

    オ 公演の制作及び舞台技術等に関するインターンシップや実地研



修の受入等による人材養成  

 

 ４ 伝統芸能及び現代舞台芸術に関する調査研究の実施並びに資料の収集

及び活用 

   伝統芸能の公開及び現代舞台芸術の公演の充実等に資するとともに、

その理解の促進を図るため、調査研究を実施すること。また、その成果

を大学等の研究者、他の劇場、音楽堂等、芸術団体及び国民一般に提供

するとともに、計画的な資料収集を行うこと。なお、事業の実施に当た

っては、以下に掲げる事項に留意すること。  

  (1) 調査研究については、所期の目的を達成したものから見直しを行

い、振興会ならではの特性のあるものに重点化を図ること。  

  (2) 成果については、インターネットなど多様な媒体を用いて公開する

こと。 

  (3) 公演の映像記録については、必要な著作権等の処理を行った上で、

劇場上映や映像記録の販売等を行うなど有効に活用すること。  

  (4) 一般公開施設については、利用者の利便性の向上と広報活動の強化

を図ること。なお、資料展示室の来場者数については、前中期目標

期間の実績以上とすること。  

  (5) 伝統芸能及び現代舞台芸術に関する公開の講座、公演記録映像の鑑

賞会等を実施し、参加者数については前中期目標期間の実績以上と

すること。  

  (6) 一般利用者等の意見・要望等を聴取するとともに、外部専門家等の

意見を踏まえ、事業の充実に反映させること。  

 

Ⅲ 業務運営の効率化に関する事項  

 １ 運営費交付金を充当して行う業務については、既存事業の徹底した見

直し、事務手続きの簡素化や競争入札の推進、外部委託の範囲の拡大等

により、業務の効率化を進め、中期目標の期間中、一般管理費１５％以

上、業務経費毎事業年度につき１％以上の効率化を図ること。ただし、

退職手当及び特殊要因経費はその対象としない。  

   また、総人件費については、政府の方針を踏まえ、厳しく見直しをす

るものとする。  



   なお、給与水準については、以下の観点から検証を行い、これを踏ま

えた適正化に取り組むとともに、その検証結果や取組状況について公表

すること。 

   ア 国からの財政支出の大きさ、累積欠損の存在、類似の業務を行っ

ている民間事業者の給与水準等に照らし、現状の給与水準が適切

かどうか十分説明が可能であること。 

   イ その他、給与水準についての説明が十分に国民の理解を得られる

ものとなっていること。  

   更に、これらに取り組むに当たっては、以下の事項について留意する

こと。 

   (1) 固定経費の節減  

     国立劇場等の管理運営業務については、外部委託の範囲を拡大

し、一層の経費削減を図ること。  

   (2) 契約の適正化  

     契約については、原則として一般競争入札等によることとし、以

下の取組により、契約の適正化を推進すること。  

     また、その実施に当たっては、監事による監査を受けるととも

に、財務諸表等に関する監査の中で会計監査人によるチェックを

要請すること。  

     ア 「調達等合理化計画」に基づく取組を着実に実施するととも

に、その取組状況を公表すること。  

     イ 一般競争入札等により契約を行う場合であっても、特に企画

競争や公募を行う場合には、競争性、公正性及び透明性が十

分確保される方法により実施すること。 

 ２ 保有資産については、その必要性や規模の適切性等についての検証を

適切に行うとともに、有効活用に努めること。  

   特に、金融資産については、経済状況を踏まえつつ、適切な管理・運

用に努めること。  

 ３ 法令等を遵守し、有効かつ効率的に業務を遂行するため、業務の特殊

性や実施体制に応じた効果的な統制機能の在り方を検討し、更なる内部

統制の充実・強化に取り組むこと。  

 ４ 振興会における業務運営について、外部有識者を含めて検討を行い、



その結果を組織、事務、事業等の改善に反映させること。 

 ５ 保有する情報については、法令等に基づき適切に情報の開示を行うと

ともに、政府の方針を踏まえた適切な情報セキュリティー対策を推進す

るなど、責任ある体制を構築するために必要な措置を講じること。  

 

Ⅳ 財務内容の改善に関する事項  

  自己収入の確保や税制措置も活用した寄附金の確保、予算の効率的な執

行等に努め、次の観点から適切な財務内容の実現を図ること。  

  国民の鑑賞機会の確保、芸術活動の独創性等に十分留意しつつ、入場

料、施設使用料、外部資金等自己収入の増加を図ること。 

  また、自己収入の取扱いにおいては、各事業年度に計画的な収支計画を

作成し、当該収支計画による運営に努めること。  

  毎年の運営費交付金額の算定に向けては、運営費交付金債務残高の発生

状況にも留意する。 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項  

 １ 人事管理(人件費、意識改革、専門性の確保等 )、人事交流の適切な実

施により、内部管理事務の改善を図ること。  

 

 ２ 施設設備に関する計画  

  (1) 劇場等の安全かつ快適な施設環境を維持するとともに、業務の目的

・内容に適切に対応するため、長期的視野に立った施設・設備の整

備計画を作成すること。  

  (2) 国立劇場本館は開場から５０年を経過することから、老朽化に対応

した改修等を計画的に行うこと。  

 

 ３ その他振興会の業務の運営に関し必要な事項  

  (1) 特定の公益法人に対し随意契約により継続して委託している新国立

劇場及び国立劇場おきなわの管理運営業務については、収支構造の

改善のため、経費の見直しや自己収入の確保等に計画的に取り組む

こと。 

    また、当該契約内容を検証し、更に効率化を図るとともに、透明性



を確保すること。  

  (2) 「公共サービス改革基本方針」 (平成２４年７月２０日閣議決定 )に

基づき、劇場等の管理・運営等業務について、民間競争入札の実施

の可否等を検討すること。  


